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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：平成２８年１月２１日（平成２８年（行情）諮問第３４号） 

答申日：平成２８年５月２５日（平成２８年度（行情）答申第７８号） 

事件名：「自衛艦隊在外邦人等輸送基本計画に関する自衛艦隊一般命令」の一部

開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「自衛隊法８４条の３（在外邦人等の輸送）の実施に関して海上自衛隊

が策定している基本計画＊電磁的記録が存在する場合，その履歴情報も含

む。」（以下「本件請求文書」という。）の開示請求に対し，「自衛艦隊在外

邦人等輸送基本計画に関する自衛艦隊一般命令（自艦隊般命第１１８３号。

２５．１１．２９）（かがみを除く。）」（以下「本件対象文書」という。）を

特定し，その一部を不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

 １ 異議申立ての趣旨 

   行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３条

の規定に基づく本件請求文書の開示請求に対し，平成２７年９月３日付け

防官文第１３５４２号により防衛大臣が行った一部開示決定（以下「原処

分」という。）について，その取消しを求める。 

２ 異議申立ての理由 

（１）一部に対する不開示決定の取消し。 

記録された内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべき

である。 

（２）本来の電磁的記録についても特定を求める。 

   国の解釈によると，「行政文書」とは，「開示請求時点において，当該

行政機関が保有しているもの」（別件の損害賠償請求事件における国の主

張）である。 

   そこで電磁的記録形式が存在すれば，それについても特定を求めるも

のである。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 経緯 

本件開示請求は，「自衛隊法８４条の３（在外邦人等の輸送）の実施に関

して海上自衛隊が策定している基本計画＊電磁的記録が存在する場合，そ

の履歴情報も含む。」の開示を求めるものであり，これに該当する行政文書



- 2 - 

として本件対象文書にかがみを加えたものを特定した。 

本件開示請求に対しては，法１１条に規定する開示決定等の期限の特例

を適用し，まず，平成２７年４月２０日付け防官文第６７７９号により，

かがみについて開示決定を行った後，同年９月３日付け防官文第１３５４

２号により，本件対象文書について原処分を行った。 

２ 本件対象文書の電磁的記録について 

   本件対象文書を管理している海上幕僚監部では，本件対象文書を従来よ

り紙で管理しており，電磁的記録の原稿データは削除しているため電磁的

記録は保有しておらず，関係部署への配布も紙媒体で行っている。 

   また，原処分に当たって確実を期すために実施した，書棚，書庫及びパ

ソコン内のファイル等の探索においても，電磁的記録を保有していないこ

とを確認しており，さらに，本件異議申立てを受けて実施した，再度の探

索においても電磁的記録は確認されなかった。 

３ 法５条該当性について 

不開示とした部分及び法５条の該当性については別表のとおりであり，

防衛省・自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を及ぼし，ひいては我が国の

安全が害されるおそれがあることから，同条３号に該当するため不開示と

した。 

４ 異議申立人の主張について 

（１）異議申立人は，「記録された内容を精査し，支障が生じない部分につ

いては開示すべきである。」として，原処分の取消しを求めるが，本件

対象文書の法５条該当性について十分に精査した結果，その一部が別表

のとおり同条３号に該当することから当該部分を不開示としたものであ

り，その他の部分については開示している。 

（２）異議申立人は，「国の解釈によると，『行政文書』とは，『開示請求

時点において，当該行政機関が保有しているもの』」であるとして，本

件対象文書に電磁的記録が存在すればそれについても特定するよう求め

るが，上記２のとおり本件対象文書については電磁的記録を保有してい

ない。 

（３）以上のことから，異議申立人の主張には理由がなく，原処分を維持す

ることが妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２８年１月２１日   諮問の受理 

② 同日           諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年２月１日       審議 

④ 同年４月１５日      委員の交代に伴う所要の手続の実施，
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本件対象文書の見分及び審議 

⑤ 同年５月９日       審議 

⑥ 同月２３日        審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，「自衛艦隊在外邦人等輸送基本計画」について，自衛艦

隊司令官から自衛艦隊各直轄部隊の長へ通達した文書である。 

異議申立人は，原処分の取消し及び本件対象文書の本来の電磁的記録の

特定を求めており，諮問庁は，本件対象文書の一部が法５条３号に該当す

るとして不開示とした原処分を妥当としていることから，以下，本件対象

文書の見分結果に基づき，本件対象文書の特定の妥当性及び不開示情報該

当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）本件対象文書の特定について，当審査会事務局職員をして諮問庁に確

認させたところ，次のとおりであった。 

ア 本件対象文書は，海上幕僚監部が保有している紙媒体の文書であり，

防衛省において，本件対象文書の電磁的記録は保有していない。 

   イ 本件対象文書については，その原稿を自衛艦隊司令部の担当者が電

磁的記録として作成した上，当該電磁的記録を紙媒体に印刷し，同司

令部内の決裁を受けた後，電磁的記録により各部隊等に配布した。 

     なお，理由説明書において関係部署への配布を紙媒体で行っている

と説明しているのは誤りである。 

   ウ 配布先の各部隊等では，受領した電磁的記録を紙媒体に印刷し，受

付印を押印した後，当該電磁的記録は廃棄されている。 

エ 本件対象文書の原稿である電磁的記録については，本件対象文書が

取扱上の注意を要する文書であることから，情報流出の防止等，情報

保全の観点を重視し，各部隊等への配布後廃棄しており，本件対象文

書の電磁的記録は保有していない。 

   オ 本件異議申立てを受け，確実を期すため，再度海上幕僚監部の書庫，

倉庫及びパソコン上のファイル等の探索を行ったが，電磁的記録の存

在は確認できなかった。 

（２）諮問庁から本件対象文書のかがみの提示を受けて確認したところ，受

付印等があることから紙媒体の文書であると認められ，その添付書類で

ある本件対象文書も紙媒体の文書であると認められることを踏まえると，

本件対象文書については，電磁的記録は保有していない旨の諮問庁の上

記（１）の説明が不自然，不合理とはいえず，他に電磁的記録の存在を

うかがわせる事情も認められないことから，防衛省において，本件対象
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文書の外に本件請求文書に該当する文書（電磁的記録）を保有している

とは認められない。 

３ 不開示情報該当性について 

（１）運用等に関する情報 

別表の番号１欄に掲げる不開示部分には，在外邦人等輸送における自

衛隊の運用等に関する情報が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，自衛隊の在外邦人等輸送に

おける態勢，運用要領等が推察され，悪意を有する相手方をして，対抗

措置を講ずることを容易ならしめるなど，防衛省・自衛隊の任務の効果

的な遂行に支障を生じさせ，ひいては国の安全が害されるおそれがある

と行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認められるので，

法５条３号に該当し，不開示とすることが妥当である。 

 （２）通信に関する情報 

別表の番号２欄に掲げる不開示部分には，在外邦人等輸送における通

信に関する情報が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，派遣部隊の通信要領及び手

法が推察され，自衛隊の行動を妨害しようと企図する相手方をして，そ

の対抗措置を講ずることを可能ならしめるなど，防衛省・自衛隊の任務

の効果的な遂行に支障を生じさせ，ひいては国の安全が害されるおそれ

があると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認められ

るので，法５条３号に該当し，不開示とすることが妥当である。 

 （３）教育・訓練に関する情報 

別表の番号３欄に掲げる不開示部分には，海上自衛隊の教育・訓練に

関する情報が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，海上自衛隊の能力及び練度

等が推察され，悪意を有する相手方が対抗措置を講ずることが可能とな

るなど，防衛省・自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を生じさせ，ひい

ては国の安全が害されるおそれがあると行政機関の長が認めることにつ

き相当の理由があると認められるので，法５条３号に該当し，不開示と

することが妥当である。 

 （４）艦艇に関する情報 

別表の番号４欄に掲げる不開示部分には，在外邦人等輸送に使用する

艦艇の輸送能力に関する情報が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，在外邦人等輸送に使用する

艦艇の輸送能力が推察され，悪意を有する相手方がその弱点をついた行

動を採ることが可能となるなど，防衛省・自衛隊の任務の効果的な遂行

に支障を生じさせ，ひいては国の安全が害されるおそれがあると行政機
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関の長が認めることにつき相当の理由があると認められるので，法５条

３号に該当し，不開示とすることが妥当である。 

（５）編成に関する情報 

別表の番号５欄に掲げる不開示部分には，在外邦人等輸送派遣部隊等

の編成に関する情報が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，在外邦人等輸送派遣部隊等

の態勢が推察され，自衛隊の任務遂行の妨害を企てる相手方が当該態勢

を踏まえた対処行動を採ることが可能となるなど，防衛省・自衛隊の任

務の効果的な遂行に支障を生じさせ，ひいては国の安全が害されるおそ

れがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認めら

れるので，法５条３号に該当し，不開示とすることが妥当である。 

 ４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求につき，本件対象文書を特定

し，その一部を法５条３号に該当するとして不開示とした決定については，

防衛省において，本件対象文書の外に開示請求の対象として特定すべき文

書を保有しているとは認められないので，本件対象文書を特定したことは

妥当であり，不開示とされた部分は同号に該当すると認められるので，不

開示としたことは妥当であると判断した。 

（第２部会） 

  委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 
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別表 

番号 不開示とした部分 不開示とした理由 

１ ２頁 「部隊等の指定」及び「全

般」の一部 

海上自衛隊の運用に関す

る情報であり，これを公に

することにより，部隊の運

用態勢が推察される。 

３頁 「ＬＳＴ」の全て及び「国

内における移動及び待機」

の一部 

４頁 航空機等運用上の留意事

項 

６頁 「補給」の一部 

４３頁及び

４４頁 

別紙第１０の表中，項目を

除く全て 

４５頁 別紙第１１の表中，項目を

除く全て 

４６頁 「不測事態発生時の措置

要領」の全て 

４７頁 「方針」の一部 

４８頁 付紙第１中，項目を除く全

て及び表外の一部 

４９頁 付紙第２中，項目及びその

他の一部を除く全て 

５０頁及び

５１頁 

「燃料等，真水」，「糧食」，

「部品・予備品（定数外）」，

「衛生資材」及び「消耗品，

酒保物品」の全て並びに

「その他」の一部 

５４頁 「考慮事項」の一部 

５６頁 「適用可能な改造」の一部 

８４頁 別紙第２２の表中，項目を

除く全て 

１５頁 別紙第２の表中，項目を除

く全て 

 防衛省・自衛隊の運用及

び能力に関する情報であ

り，これを公にすることに

より，派遣部隊に係る態勢

及び能力が推察される。 

１６頁 別紙第３の表中，項目を除

く全て 
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５２頁 付紙第４の表中，「新規調

達数」，「調達所要時間」及

び「保管場所」の一部 

海上自衛隊の能力に関す

る情報であり，これを公に

することにより，部隊の補

給能力が推察される。 

５７頁及び

５８頁 

付紙の表中，項目を除く全

て及び表外の一部 

 海上自衛隊の運用及び能

力に関する情報であり，こ

れを公にすることにより，

部隊の運用態勢及び整備能

力が推察される。 

２ ８頁 「指揮統制通信機能の維

持（応急処置要領）」の一

部 

 海上自衛隊の通信に関す

る情報であり，これを公に

することにより，部隊の通

信運用態勢及び能力が推察

される。 

７３頁 「通信系組織図」の全て  防衛省・自衛隊の通信に

関する情報であり，これを

公にすることにより，部隊

の通信運用態勢及び能力が

推察される。 

７４頁 「通信計画の概要」の全て 

７５頁 「通信配備基準」及び「衛

生放送系等の運用形態」の

一部 

７６頁 「衛星通信の覆域等」及び

「通信運用」の一部 

７７頁ない

し７９頁 

付紙第１及び付紙第２の

タイトルの一部並びに図

の全て 

８０頁及び 

８１頁 

「１」，「２」及び「５」の

全て並びに「３」，「４」及

び「７」の一部 

８３頁 「陸上，航空自衛隊により

組織された派遣部隊等と

の通信」の全て 

３ ９頁及び１

０頁 

「海上派遣部隊の訓練」の

一部 

 海上自衛隊の教育・訓練

に関する情報であり，これ

を公にすることにより，部

隊の教育・訓練態勢及び能

力が推察される。 

４ １７頁 別紙第４の表中，輸送能力 海上自衛隊の能力に関す
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５３頁及び

５４頁 

付紙第５の表中，項目，番

号１１及び１２の各欄を

除く全て 

る情報であり，これを公に

することにより，艦艇の輸

送能力が推察される。 

５ １８頁ない

し２０頁 

別紙第５の表中，機能等の

区分，基準人数及び考慮事

項の一部 

海上自衛隊の編成に関す

る情報であり，これを公に

することにより，部隊の組

織・態勢が推察される。 ２１頁 別紙第６の表中，項目の一

部を除く全て及び考慮事

項の一部 

２５頁及び

２６頁 

誘導輸送隊の組織図，機能

等の区分，基準人数及び表

外の一部 

２７頁ない

し３６頁 

派遣部隊の組合せごとの

組織図の一部 

３７頁ない

し４０頁 

「海上派遣部隊司令部」，

「個艦の増員」及び「ＬＳ

Ｔにおける搭乗員及び整

備員」の一部 

４１頁及び

４２頁 

別紙第９の表中，「情報」

及び「通信」の一部 

 




